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「再活」×２ 

 

不動産を「再活」し、日本を「再活」する。 

平成 28 年 10 月 27 日 

各位 

会社名 株式会社アルデプロ 

代表者名 代表取締役社長 椎塚裕一 

（コード番号 8925 東証二部） 

問合せ先 執行役員管理本部経営企画部部長 荻坂昌次郎 

（TEL 03-5367-2001） 

 

監査等委員会設置会社移行に伴う内部統制システム構築の基本方針の改定に 

関するお知らせ 

 

当社は、平成 28 年 10 月 27 日開催の第 29 回定時株主総会の承認に基づき、監査等委員

会設置会社に移行いたしました。これに伴い、本日開催の取締役会において「内部統制シ

ステム構築の基本方針」の一部改定について決議いたしましたので、お知らせいたします。

改定後の「内部統制システム構築の基本方針」は下記のとおりであります。なお、改定箇

所には下線を付しております。 

 

記 

 

内部統制システム構築の基本方針 

 

Ⅰ. 企業運営の基本方針 

当社及び関係会社は、以下の経営理念を掲げ、すべての役員及び使用人が職務を執行す

るに当たっての基本方針としております。 

 

【経営理念】三つの豊かさの追求 

 

  一、 経済的な豊かさ…売上高ではなく、経常利益の増加を目指します。 

二、 身体的な豊かさ…健康であることに感謝し、健康管理に留意します。 

三、 心の豊かさ…礼節を重んじる謙虚な心、広い心、強い心。加えて、経済的・身体的

豊かさのバランスを保ち、真の「心の豊かさ」を目指します。 

 

当社及び関係会社は、この経営理念のもと、内部統制のための体制を整備し運用してい

くことが重要な経営の責務であると認識し、以下の内部統制システムを構築しております。 

当社及び関係会社は、今後とも、内外環境の変化に対応し、一層適切な内部統制システ

ムの整備に努めてまいります。 

 

Ⅱ. 内部統制システムの基本方針 
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（取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制） 

第 １条  取締役会は、全取締役及び使用人のコンプライアンスに対する啓蒙活動につ

いて討議し、「株式会社アルデプログループ企業行動憲章」及び「コンプライア

ンス・マニュアル」を制定して実行・指導する。 

２  日常の業務執行においては、全取締役及び使用人が定められた「職務分掌規

程」、「職務権限規程」及び「稟議規程」等に基づいた処理を実施する。 

３  コンプライアンスに関する報告・相談ルートは、社外の弁護士へのものも含

め社内外に複数設置する。弁護士への相談ルートについては、匿名性を担保し

て利用できる仕組みとする。 

４  コンプライアンス違反者に対しては、「就業規則」に基づく懲戒を含め厳正に

対処する。 

５  代表取締役社長直轄の内部監査部門を設置し、経営活動全般にわたる制度及

び業務の執行状況について、コンプライアンス及び財務報告の信頼性の確保の

観点から調査を行い、以って内部管理体制の強化及び経営効率化の増進に資す

ることとする。 

６  当社は、社外取締役のなかから、一般株主と利益相反が生じるおそれのない

者を独立役員に指定することとする。 

 

（取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制） 

第 ２条  取締役の職務の執行に係る文書・情報の取扱いは、「文書管理規程」及び「情

報管理規程」に、各組織単位の詳細な保管文書一覧を定め、定期的に整備状況

を精査・確認する。また、必要に応じて保管・運用方法の見直しと改善を図り、

取締役の要請に応えて、速やかに閲覧提供できる体制を整える。 

２  取締役及び使用人の業務執行にかかる情報については、ＩＴの効率活用、情

報のデータベース化、必要情報の存否・保存状況の検索システム等について、

総務主管部署が情報の統括管理を所管し、必要な研究・検討を進める。 

 

（損失の危険の管理に関する規程その他の体制） 

第 ３条  組織横断的な組織として、代表取締役社長を長とするリスク管理委員会を設

置し、全社的なリスク管理体制の整備を推進し、運用を評価する。 

２  取締役及び管理職位にある者は、取締役会決議又は「職務権限規程」に基づ

き、その付与された権限の範囲内で職務を履行し、その範囲内で、損失発生の

危険を管理する。付与された権限を越える場合は、「稟議規程」に定める決裁を

要し、その許可された範囲内で、損失の危険を管理する。 

３   取締役及び管理者の職務の履行におけるリスク管理の基本的事項については、

別に、「リスク管理基本規程」を定める。 

４   総務主管部署は、情報セキュリティマネジメントシステムの構築を討議し、

必要に応じて外部機関の認証も取得することで、社内外ともに有効かつ安心の
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情報管理に取り組むものとする。 

 

（取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制） 

第 ４条  各取締役の職務の執行が効率的に行われるよう、取締役会を毎月及び必要に

応じて随時開催して経営論議を深めるとともに、適宜情報交換を行うなど取締

役間の連携を図る。 

２  経営計画のマネジメントについては、経営理念を基軸として、短期経営計画

に基づき毎年策定される年度計画の目標達成のために、各業務執行ラインが活

動することとする。 

３  日常の職務執行に際しては、「職務分掌規程」及び「職務権限規程」等に基づ

き権限の委譲が行われ、各管理職位の責任者が「職務権限基準表」に定めた意

思決定ルールに則り、業務を遂行することとする。 

４  「職務分掌規程」、「職務権限規程」及び「職務権限基準表」に定めた運用基

準は、規程・基準の改廃を含めて総務主管部署が所管し、日常業務における意

志決定ル－ルの明確化と定着化を目指して、厳格な監視・指導に務める。 

 

（関係会社の取締役、執行役、業務を執行する社員（以下、「取締役等」という。）の職務

の執行に係る事項の会社への報告に関する体制及び当該取締役等の職務の執行が効率的

に行われることを確保するための体制その他の当社及び関係会社から成る企業集団にお

ける業務の適正を確保するための体制） 

第 ５条  当社は関係会社の経営の自主性を尊重しつつ、関係会社とのシナジーが最大

限に発現されるように「関係会社管理規程」を制定し、これに基づき関係会社

に対し報告を求め、適切な管理を行う。 

 

（関係会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制） 

第 ６条  前条の体制に併せ、「リスク管理基本規程」その他の関連規程に則り、当社リ

スク管理委員会にて問題を把握し、リスク発生の未然の防止、事故発生の場合

の対応及びその改善等総合的なリスクマネジメントを行う。 

 

（関係会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制） 

第 ７条  当社の内部監査部門は、関係会社の監査役又は担当部門等と連携して定期的

な内部監査を行う。関係会社にコンプライアンス担当者を置き、関係会社の監

査役又は担当部門等及び当社の内部監査部門とも連携のうえ、「コンプライアン

ス・マニュアル」に則り、当社及び関係会社の全取締役及び従業員に法令遵守

の重要性を周知させる。 

２  当社及び関係会社のコンプライアンスに関する報告・相談ルートは、社外の

弁護士へのものも含め社内外に複数設置する。弁護士への相談ルートについて
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は、匿名性を担保して利用できる仕組みとする。 

 

（監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項） 

第 ８条  監査等委員会の職務を補助すべき専任部門及びスタッフ（以下、「使用人等」

という。）は、内部監査部門に兼務させる。 

 

（前条の使用人等の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する

事項及び当該使用人等に対する指示の実効性の確保に関する事項） 

第 ９条  前条の使用人等の任命・異動については、監査等委員会の同意を必要とする。 

２  前項の使用人等の職務遂行の評価については、監査等委員の意見を聴取する

ものとする。 

３  内部監査部門は、いずれの部門にも属さず、代表取締役社長直轄の部門とす

る。 

 

（取締役（監査等委員である取締役を除く、）及び使用人（関係会社の取締役等及び使用人

又はこれらの者から報告を受けた者を含む。）が監査等委員又は監査等委員会に報告する

ための体制その他の監査等委員又は監査等委員会への報告に関する体制） 

第１０条  監査等委員は、取締役会の他、重要な意志決定の過程及び業務の執行状況を

把握するため、その他の重要な会議又は委員会に出席することができる。 

２  監査等委員には、主要な稟議書その他社内の重要書類が回付され、又は、要

請があれば直ちに資料等が提出され、担当者に報告を求めることができる。 

３  監査等委員は、定期的に取締役・監査等委員連絡会を開催し、更に、必要に

応じ随時業務執行状況の報告を関係者に求めることができる。 

４  当社及び関係会社のコンプライアンスに関する報告・相談ルートは、社外の

弁護士へのものも含め社内外に複数設置する。弁護士への相談ルートについて

は、匿名性を担保して利用できる仕組みとする。 

 

（前条の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制） 

第１１条  前条の報告者に対して、「株式会社アルデプログループ企業行動憲章」及び「コ

ンプライアンス・マニュアル」等に則り、当該報告をしたことを理由として、

その者に不利な取扱いをすることを排除し、その旨を当社及び関係会社の役職

員に周知徹底する。 

 

（監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生

ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の

処理に係る方針に関する事項） 

第１２条  当社は、監査等委員会が職務の執行上必要と認める費用については、「監査等
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委員会監査等基準」に則り予算を計上する。監査等委員が緊急または臨時に支

出した費用については、会社に償還を請求することができ、これを受けた当社

は、速やかに当該費用又は債務の適切な処理を行う。 

 

（その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制） 

第１３条  取締役は、監査等委員の職責、心構え、監査基準等を明確にした「監査等委

員会監査等基準」を熟知するとともに、監査等委員監査の重要性・有用性を十

分認識し、また、監査等委員監査の環境整備を行う。 

２  監査等委員は、監査の実施に当たり、監査等委員が独自に収集した業務執行

状況の報告等を踏まえつつ、内部監査部門、会計監査人とも相互連携する。 

３  監査等委員は、会計監査人との両者の監査業務の品質及び効率を高めるため、

四半期毎に１回及び必要により情報・意見交換等を行い、内部監査部門を含め

た緊密な連携を図る。 

４  必要と認めるときは、自らの判断で公認会計士、弁護士、コンサルタントそ

の他の外部アドバイザーを活用する。 

 

（反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその体制） 

第１４条  当社及び関係会社は、反社会的勢力との関係を一切遮断することを基本に置

き、反社会的勢力の排除に向け、「株式会社アルデプログループ企業行動憲章」

及び「コンプライアンス・マニュアル」を指針とし、「反社会的勢力対応マニュ

アル」に則り行動する。 

２  反社会的勢力に関する対応については、自治体及び警察をはじめとする外部

専門機関との密な連携を図り、不測の事態に備える体制を整えることとする。 

 

（財務報告の信頼性を確保するための体制） 

第１５条  当社及び関係会社は金融商品取引法第 24条の４の４に規定する内部統制報告

書の記載を適正に行うため「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準に

関する実施基準」に準じて、また「内部統制規程」に則り、内部監査部門が整

備・運用状況を調査・検討・評価し、不備があれば、これを是正していく体制

の維持・向上を図る。 

以上 

 


